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砺波市告示第１００号

砺波市ひとり親家庭子育てサポート事業利用料助成実施要綱を次のように定める。

平成２９年４月１日

砺波市長 夏 野 修

砺波市ひとり親家庭子育てサポート事業利用料助成実施要綱

（目的）

第１条 この事業は、ひとり親家庭に対し、子育てサポート事業の利用料を助成するこ

とで、ひとり親家庭の経済的負担を軽減し、子育て支援の充実とともに児童の健全な

育成を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(１) ひとり親家庭 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）

第６条第１項に規定する配偶者のいない女子及び同条第２項に規定する配偶者の

いない男子並びに父母のいない児童を養育している家庭等

(２) 子育てサポート事業 放課後児童クラブ事業及びファミリー・サポート・セン

ター事業

(３) 放課後児童クラブ事業 砺波市放課後児童健全育成事業実施要綱（平成１６年

砺波市告示第３４号）に基づき実施する事業

(４) ファミリー・サポート・センター事業 砺波市ファミリー・サポート・センタ

ー事業実施要綱（平成１８年砺波市告示第５５号）に基づき実施する事業

(５) 利用料 第２号の事業を利用した際に利用者が負担する料金（保険料・おやつ

代等実費負担分は除く。）

（助成対象者）

第３条 利用料の助成を受けることができる者(以下「助成対象者」という。)は、次の

各号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。

(１) 市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に規定する

住民基本台帳に記録されていること。

(２) 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第６条の規定による認定を受け、

児童扶養手当を受けている者（全部支給停止の者を除く。）

（助成金の額）

第４条 利用料の助成金（以下「助成金」という。）の額は、助成対象者が利用料とし

て負担した額とする。
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（助成金の交付申請等）

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、第２条第３

号の事業にあっては砺波市ひとり親家庭子育てサポート事業（放課後児童クラブ）利

用料助成金交付申請（請求）書（様式第１号）に、同条第４号の事業にあっては砺波

市ひとり親家庭子育てサポート事業（ファミリー・サポート・センター）利用料助成

金交付申請（請求）書（様式第２号）に、それぞれ次の各号に掲げるものを添えて、

市長に提出するものとする。

(１) 児童扶養手当証書又は受給者を証明する書類の写し

(２) 利用料の領収書又は利用の明細と納付状況がわかる書類の写し

（交付決定等)

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、利用料の

納入状況を確認した上で、助成金の交付の可否及び助成金の額を決定するとともに、

その旨を砺波市ひとり親家庭子育てサポート事業利用料助成金交付（不交付）決定通

知書（様式第３号）により、速やかに申請者に通知するものとする。

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付を決定したときは、速やかに助成金を交付

するものとする。

(交付決定の取消し及び返還)

第７条 市長は、申請者が第３条に規定する要件に該当しなくなったとき又は偽りその

他不正の方法により助成金を受けたときは、当該助成金の交付決定を取り消し、その

全部又は一部を返還させることができる。

(その他)

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。


